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1．はじめに
総務省によると，全国の市町村数は1999年3月31
日時点で3，232であったが，2010年3月31日時点で
1，727と，この10年でほぼ半減した。「平成の大合併」
といわれる市町村合併が増加したためである。政府
は2000年12月1日に閣議決定された行政改革大綱
で，「与党行財政改革推進協議会における『市町村
合併後の自治体数を1，000を目標とする』という方
針を踏まえて，自主的な市町村合併を積極的に推進
し行財政基盤を強化する」として合併を促進したわ
けだが，その成果と言えるだろう。
合併促進の背景として，地方分権推進の状況下で
小規模自治体の行政機能拡充の必要性が意識された
ことと共に財政悪化の問題が挙げられる。国から都
道府県あるいは市町村に権限を委譲していく際に，
現行の市町村では委譲された業務の実施が難しい。
そこで，これに見合う体制を構築するために市町村
合併を進めるべきだ，といういわゆる「受け皿論」
である。同時に，市町村合併によって地方自治体の
人口規模が拡大すれば，規模の経済性が働き費用削
減が可能であると期待されたのである1）。
「平成の大合併」の費用削減効果に関するこれま
での実証研究は，データの蓄積が十分でないため
に，まだ，乏しい状況である。ただ，こうした中で
も広田・湯之上（2011）や林（2013）では費用項目
のうち固定費的な項目に焦点を絞って分析をし，広
田・湯之上（2013）では歳出総額を対象にして分析
を行い，「平成の大合併」による費用削減効果があ
ったという結論を得ている。
広田・湯之上（2011）は，人口一人当たり市町村
議会費の削減効果について，2001年度から2006年度
までの全国市町村のパネルデータを用いて，人口や
自治体面積，合併経過年数などを説明変数として，
ハウスマン検定によって選択された固定効果モデル
によって分析を行った。推計の結果，合併経過年数
の符号は有意に負となり，市町村合併の費用削減効
果があったとしている。またこの結果は，合併市町
村と類似の非合併の自治体と比較した検証でも変わ
らないと報告している2）。
林（2013）では，職員の人件費を給与水準と職員
数に分けて，1998年4月1日時点と2010年4月1日
時点の2期間パネルデータを用いて分析を行った。
ハウスマン検定で選択された固定効果モデルによる
推計の結果，給与水準については合併ダミーの符号
が有意に正となり，市町村合併は給与水準に対して
増加方向に影響したと判断される。職員数について
は，合併前の市町村の地理的特徴の影響を見るため
に，説明変数として「農業地域類型」（農林水産省）
を用いた地域ダミーと合併の経過日数との交差項を
採用して推計した結果，地理的条件によって市町村
合併の影響が異なる結果となった。そして，総合的
に判断すると，給与水準の増加よりも職員数の減少
が勝って結局人件費が減少していると判断される地
域が過半を超えることから，市町村合併による費用
削減効果はあったと結論している。
広田・湯之上（2013）では，歳出総額を分析対象
として，2001年度から2006年度のパネルデータを用
いて，広田・湯之上（2011）と同じ方法で検証した。
この結果，ハウスマン検定で選択された固定効果モ
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デルによる推計でも，類似団体との比較による方法
でも合併による費用削減効果があったと報告してい
る。
本稿では2002年度から2009年度までのパネルデー
タを用いて，徳島県の市町村合併に焦点を絞り，歳
出総額を対象として費用削減効果を検証する。林
（2013）では，2期間パネルデータを作成するため
に合併前の市町村データを足し合わせて，いわば存
在しなかった市を想定しているが，こうしたデータ
処理は結果にバイアスを生じさせる可能性が指摘さ
れている3）。また，多くの市町村合併は2004年度と
2005年度に集中している4）。費用削減効果が合併後
の数年にわたって影響するとすれば，合併後なるべ
く長い期間を分析対象とすることが望ましいだろ
う。こうした点を踏まえ，本稿では，2002年度から
2009年度までに期間を拡張してアンバランスドパネ
ルデータを用いて分析を行う。
本稿の構成は以下の通り。まず，徳島県の「平成
の大合併」の状況を確認するとともに，歳出総額の
変化を見る。次に，実証分析方法及び分析結果を説
明する。最後に，結論と今後の課題について述べる。
2．徳島県内の合併状況と歳出総額の変化
1）市町村合併の状況
徳島県によると，徳島県の市町村数は2004年1月
時点で50市町村（4市38町8村）であったが，2004
年10月1日の吉野川市の新設を皮切りに2005年3月
31日時点で38（6市29町3村），2006年3月31日時
点で24（8市15町1村）と，この2年の内に半減し
た5）（表1）。
2）徳島県の合併市町村と非合併市町村の歳出額の
推移
徳島県市町村の歳出総額の変化を見ると，市町村
合併前の2003年度の歳出総額は3，524億円，2009年
度は3，515億円となっており，2009年度は2003年度
に比べて0．3％の減少となっている。ただし，一人
当たり歳出総額では，2003年度が42万8千円で2009
年度が44万1千円と同3．0％の増加となった。これ
を合併市町村と非合併市町村で分けると，合併市町
村では2009年度の歳出総額が2003年度に比べて
3．8％減少している一方で，非合併市町村では同
3．1％の増加となった。また，一人当たり歳出総額
では両者ともに増加しているが，前者は同2．4％増，
合 併 期 日 名 称 合併の方 式 合 併 前 の 市 町 村 名
徳島県の
市町村数
2004年度
10月1日（2004年） 吉 野 川 市 新設 鴨島町，川島町，山川町，美郷村 47
3月1日（2005年）
美 馬 市 新設 脇町，美馬町，穴吹町，木屋平村
38つ る ぎ 町 新設 半田町，貞光町，一宇村
那 賀 町 新設 鷲敷町，相生町，上那賀町，木沢村，木
頭村
2005年度
4月1日（2005年） 阿 波 市 新設 吉野町，土成町，市場町，阿波町 35
3月1日（2006年）
東みよし町 新設 三好町，三加茂町
29
三 好 市 新設 三野町，池田町，山城町，井川町，東祖谷山村，西祖谷山村
3月20日（2006年） 阿 南 市 編入 阿南市，那賀川町，羽ノ浦町 27
3月31日（2006年）
海 陽 町 新設 海南町，海部町，宍喰町
24
美 波 町 新設 由岐町，日和佐町
表1 徳島県の市町村合併の状況
（出所）総務省ホームページ（市町村合併資料集）
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後者は同4．7％増と前者の方がやや低い増加率とな
っている（表2）。
3）合併市町村と非合併類似市町村との比較
広田・湯之上（2011，2013）では，「類似団体別市
町村財政指数表」（総務省）に掲載されている都市
及び町村の類型を利用して，合併した市町村の費用
と，合併市町村と類似した非合併市町村の費用を作
成し，市町村合併による費用削減効果を検証した。
ここでは，この方法を参考にして徳島県の合併市町
村と非合併市町村の歳出総額の比較をしておこう。
広田・湯之上（2011，2013）の方法はおおよそ次
のようなものである。B町と C町が合併して A市
となったとして，この A市の合併後の費用と，A
市と似た非合併の A’市の費用を比較して，合併後，
A市の費用が A’市の費用を下回っていれば費用削
減効果があったと判断する。A市と似た非合併の A’
市の費用の作成方法は，総務省作成の類型を利用し
て，同じ類型に分類されている市町村のうち非合併
の市町村の費用を合計して非合併の A市（すなわ
ち A’市）の費用とする6）。そして，A市の費用を A’
市の費用で除した値が合併後，時間の経過とともに
低下していれば市町村合併による費用削減効果があ
ったと見なす。
徳島県内の合併市町村について作成したものが表
3である。これをみると，合併市町村の初年度の平
均値は0．98，2009年度が0．88となっており，合併初
年度に比べて2009年度の値は低下している。広田・
湯之上（2013）では，合併初年度が0．93，合併2年
目及び3年目が0．87，4年目から6年目が0．88と報
告されており，徳島県でもほぼ同様の結果となっ
た7）。
3．実証分析
1）実証分析方法とデータ
ここでは，2002年度から2009年度までのパネル
データを用いて，徳島県の「平成の大合併」の歳出
総額の削減効果について検証する。推計式は以下の
通り。
expendit＝a + b1popit + b2popit2＋b3Dumit × Yearit + eit
ただし，i＝1，2，…，59
t＝2002，2003，…，2009
expenditは，人口一人当たり歳出総額，popitは人
口，pop2は人口の2乗項，Dumitは合併した市町村
が1，非合併が0となる市町村合併ダミー，Yearit
は合併後の初年度が1となる合併経過年数を表す。
eitは誤差項である。
本稿での主たる関心は，市町村合併ダミーと合併
経過年数の交差項の係数 b3である。市町村合併に
よる一人当たり歳出総額の削減効果が見られるなら
ば b3の符号は負となるだろう。人口（pop）に関す
る符号は，規模の経済性が働くのであれば，一般に
は人口と一人当たり歳出総額の関係が U字型カー
ブを描くことが考えられる。すなわち，b1の符号は
負，b2の符号は正となるだろう。一方で，先行研究
と同様に逆 U字型カーブを描くのであれば，b1の符
号は正，b2の符号は負となるだろう。
歳 出 総 額 一人当たり歳出総額
2003年度
（億円）
2009年度
（億円）
変化率
（％）
2003年度
（千円）
2009年度
（千円）
変化率
（％）
合計 3，524 3，515 －0．3 428 441 3．0
合併市町村 1，706 1，641 －3．8 559 573 2．4
非合併市町村 1，818 1，874 3．1 351 367 4．7
表2 徳島県市町村の歳出総額の変化
（出所）総務省「市町村別決算状況調」
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説 明 変 数 係 数 t 値
人口 b1 －0．144（0．053） －2．743＊＊＊
人口2乗 b2 0．049（0．019） 2．630＊＊＊
市町村合併ダミー
×合併経過年数 b3
－0．005
（0．013） －0．426
定数項 a 0．928（0．100） 9．304＊＊＊
ハウスマン検定 10．427（p値：0．015）
Adj. R−squared 0．056
表5 推計結果
（注）1．表中の（ ）内は whiteの修正誤差。
2．表中＊＊＊印は1％有意水準で統計的に有
意にゼロと異なることを表す。
3．個別効果の報告は省略する。
各市町村の歳出総額及び人口は，『市町村別決算
状況調』（総務省）から取得した8）。また，徳島県
の市町村の合併団体及び合併年度は，総務省ホーム
ページの「市町村合併資料集」から得た9）。使用す
る変数の記述統計量が表4に示されている。
2）推計結果
固定効果モデルと変量効果モデルを選択するハウ
スマン検定の結果，変量効果モデルが選択され
た10）。表5に結果が示されている。市町村合併ダミー
と合併経過年数の交差項の係数 b3は統計的に有意
ではないという結果となった。なお，人口に係る係
数は b1が有意に負，人口の2乗項の係数 b2は有意
に正となり，U字型カーブを描く結果となった。
2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 All
歳
出
総
額
（
千
円
）
平 均 7，110，634 7，049，000 9，442，520 14，459，338 13，779，216 13，517，443 13，432，645 14，646，847 10，635，824
最 大 値 89，204，324 88，927，299 85，933，117 85，575，700 86，769，139 85，214，855 85，109，012 94，607，460 94，607，460
最 小 値 1，743，849 2，138，675 2，490，294 2，546，534 2，252，007 2，130，010 2，376，225 2，518，398 1，743，849
標 準 偏 差 12，688，198 12，670，588 14，332，542 17，660，347 17，588，871 17，308，433 17，257，705 18，895，060 15，571，116
サンプル数 50 50 37 24 24 24 24 24 257
人
口
（
人
）
平 均 16，542 16，466 21，899 34，013 33，820 33，581 33，368 33，204 25，262
最 大 値 262，418 262，092 261，359 261，350 261，257 259，920 259，346 259，281 262，418
最 小 値 970 946 1，685 2，095 2，046 2，014 2，006 1，972 946
標 準 偏 差 37，896 37，843 43，372 52，378 52，350 52，091 51，976 51，959 45，820
サンプル数 50 50 37 24 24 24 24 24 257
合
併
経
過
年
数
（
年
）
平 均 na na 1 1．4 2．4 3．4 4．4 5．4 3．22
最 大 値 na na 1 2 3 4 5 6 6
最 小 値 na na 1 1 2 3 4 5 1
標 準 偏 差 na na 0 0．52 0．52 0．52 0．52 0．52 1．59
サンプル数 na na 4 10 10 10 10 10 54
合併初年度
①
2009年度
②
①と②の差
①－②
阿 南 市 1．08 0．97 0．11
吉野川市 0．93 0．88 0．05
阿 波 市 0．74 0．76 －0．02
美 馬 市 0．89 0．92 －0．03
三 好 市 1．43 1．12 0．31
那 賀 町 1．39 0．84 0．55
美 波 町 0．62 0．79 －0．17
海 陽 町 0．89 0．85 0．03
つるぎ町 0．97 0．72 0．24
東みよし町 0．91 0．98 －0．08
平 均 値 0．98 0．88 0．10
表3 合併市町村と類似非合併市町村の歳出総額の比較
（注）1．吉野川市，美馬市，那賀町，つるぎ町の合
併初年度は2004年度。阿南市，阿波市，三好
市，美波町，海陽町，東みよし町の合併初年
度は2005年度である。
2．表中の数字は，合併市町村の歳出総額を類
似非合併市町村の歳出総額で除した数字。
表4 記述統計量
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次に，市町村合併ダミーを，2004年度市町村合併
ダミーと2005年度市町村合併ダミーに分けて次式を
推計した。係数 c1と c2の符号の解釈は係数 b3と同
じである。ハウスマン検定の結果，変量効果モデル
が選択された11）。推計結果は表6に示されている。
expendit＝a + b1popit + b2popit2＋c1Dum2004it × Yearit
+c2Dum2005it×Yearit+eit
ただし，i＝1，2，…，59
t＝2002，2003，…，2009
結果は，c1は10％水準で有意に負の一方で，c2の
符号は負であるが有意とはならなかった。合併時期
が異なれば歳出削減効果も異なり，2004年度に合併
した市町では歳出削減効果が見られるものの，2005
年度に合併した市町ではその効果が見られないとい
う結果となった。
4．おわりに
本稿では，2002年度から2009年度までのパネル
データを用いて，徳島県の「平成の大合併」によっ
て，期待された費用削減効果が働いているかどうか
ということを一人当たり歳出総額を対象に実証分析
を行った。変量効果モデルによる分析の結果，合併
時期によって効果が異なり，2004年度に合併を行っ
た市町では費用削減効果が見られる一方で，2005年
度に合併を行った市町では見られないという結果と
なった。
このことは，合併市町村の中でも合併時期が異な
れば，合併後の財政行動が異なる可能性を示してい
ると言える。ただ，合併時期が異なることによる違
いと考えるほかに，市町村合併の背景や合併の誘因
が時期による推計結果の違いとなって現れていると
考えることもできる。本稿では，合併市町村の地理
的な条件について考慮していない。林（2013）で報
告されているように，地理的な条件の違いが推計結
果に影響している可能性はあろう。あるいは，政府
は，1999年に地方分権一括法の改正に伴って，合併
特例債の創設などの財政優遇措置の拡充を行った
が，合併市町村の中には，こうした財政優遇措置の
ために返って放漫な財政運営となった自治体がある
かもしれない12）。合併市町村の中でも何らかの理由
で財政行動に差が生じた可能性である。
このように，合併時期の違いによる推計結果の違
いを解釈するためには，一層の検証が必要であり，
今後の課題としたい。また，本稿での分析結果が徳
島県に留まらず全国についても当てはまるかどう
か，分析対象を全国に拡張することも今後の課題と
したい。
（註）
1）いわゆる「平成の大合併」の背景は，美谷（2012）
に簡潔に整理されている。なお，小西（2005）による
と，市町村合併の促進という方針は政治主導の側面が
あったようで，「1996年10月には小選挙区制に移行し
ての最初の衆議院選挙が行われ，選挙制度の改正で都
市と農村の議席配分という意味での政治バランスが大
きく変わったことと，度重なる景気対策の結果とし
説 明 変 数 係 数 t 値
人口 b1 －0．148（0．052） －2．866＊＊＊
人口2乗 b2 0．050（0．018） 2．752＊＊＊
2004年度合併ダミー
×合併経過年数 c1
－0．031
（0．019） －1．676＊
2005年度合併ダミー
×合併経過年数 c2
－0．001
（0．004） －0．232
定数項 a 0．939（0．101） 9．327＊＊＊
ハウスマン検定 8．266（p値：0．082）
Adj. R−squared 0．074
表6 市町村合併ダミーを2004年度と2005年度にわ
けた推計結果
（注）1．表中の（ ）内は whiteの修正誤差。
2．表中＊＊＊，＊＊，＊印は1％，5％，10％
有意水準で統計的に有意にゼロと異なること
を表す。
3．個別効果の報告は省略する。
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て，地方がムダな歳出をしているというキャンペーン
がマスコミでなされたことが，合併に向けての政治決
断を促していったと考えられる。」（16頁）と指摘して
いる。
2）なお，本稿の関心からは外れるが，規模の経済性に
ついて，一般には受益者の増加とともに受益者一人当
たり費用が減少し，ある受益者数を超えると混雑効果
のために増加するという U字型カーブを描くとされ
ている（例えば，林（2008）117頁）。しかし，推計結
果によると人口約5，100人をピークとした逆 U字型に
なるということも新たな知見として併せて報告されて
いる。この逆 U字型カーブを描くという結果は，林
（2013），広田・湯之上（2013）でも報告されている。
3）松浦・マッケンジー（2012）323頁を参照。
4）総務省によると，1999年度から2014年度までの合併
件数649件のうち，2004年度は215件，2005年度が325
件と，83％がこの2年間に市町村合併を行っている。
5）総務省によると，1999年3月31日から2014年4月5
日までの時点で，徳島県の市町村の減少率は52．0％で
高い方から22番目となっている。最も減少率が高いの
は長崎県の73．4％，最も低いのは大阪府の2．3％であ
る。
6）具体的には，合併の前年度の B町の類似市町村で
かつ非合併の市町村を「類似団体別市町村財政指数
表」で利用されている類型から抽出する。そして，こ
の非合併類似市町村の費用の平均値を算出する。C町
についても同様の方法によって費用の平均値を算出す
る。この B町の類似市町村の平均値と C町の類似市
町村の平均値を合計した費用を A’市の費用と見な
す。詳しい方法については広田・湯之上（2011，2013）
を参照のこと。なお，『類似団体別市町村財政指数表』
（総務省）の類型では，自治体の人口と第2次・第3
次産業の構成比の2つの指標によって類似市町村が設
定されている。すなわち，同じ類型に分類される市町
村は，人口規模と産業構造が類似した市町村だと言え
る。
7）ただ，「両者の平均は等しい」という帰無仮説を検
定した結果，t検定統計量＝1．471（p値＝0．175）と
なり，帰無仮説は5％有意水準で棄却されなかった。
8）人口は住民基本台帳登載人口である。
9）URLは http : //www.soumu.go.jp/gapei/gapei.htmlであ
る。
10）変量固定効果が存在するかどうかを検定するため
に，プールした OLSの残差 eitを用いて次式を推計
し，帰無仮説「ρ＝0」を検定した。
eit＝ρeit－1＋wit
推計の結果，t統計量＝35．73（p値＝0．00）となり帰
無仮説は棄却された。なお，系列相関の有無を検定す
るためのワルド検定の結果は，χ2検定統計量＝15．93
（p値＝0．00）で帰無仮説は棄却された。また，分散
不均一の検定結果は，ブルーシュー＝ペーガン検定統
計量＝19．94（p値＝0．00）で帰無仮説は棄却された。
変量個別効果の検定，パネル分析における系列相関，
分散不均一の検定方法については，松浦・マッケン
ジー（2009，2012）がわかりやすい。
11）変量固定効果が存在するかどうかの検定結果は t統
計量＝36．33（p値＝0．00）となり，帰無仮説は棄却
された。系列相関に関するワルド検定の結果は，χ2検
定統計量＝17．180（p値＝0．00）で帰無仮説は棄却さ
れた。また，分散不均一に関する検定はブルーシュー
＝ペーガン検定統計量＝19．939（p値＝0．00）と帰無
仮説は棄却された。
12）小西（2005）は，「財政運営の見通しを持たずに合
併特例債に頼って，無理な財政支出をする場合には，
合併の優遇措置が逆に禍根となることもある。財政優
遇措置はしたがって将来の安定的な財政運営にとって
両刃の剣である。」（20頁）と指摘している。
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